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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、1980年代後半から日本各地で増加した新来外国人の定住と地域社会への参加に関する社会学的実証研
究である。とくに地域社会の「民族関係」に関する理論の前進を目ざす。 
 本研究の主たる調査地は名古屋市中区栄東地区である。都心の繁華街にある栄東地区には、フィリピン人のほか多
国籍の新来外国人が多数居住し、就労している。中でも在日フィリピン人は自らコミュニティを組織し、進んで日本
人住民との交流を求めているところに特徴がある。この事例を通して、新来外国人の定住と地域参加を説明しうる民
族関係の社会理論を構築する。 
 本研究の特徴は以下の４点である。まず第１に、新来外国人の中でも、在日フィリピン人を研究対象としている。
近年、新来外国人と日本人住民とのいわゆる「共生」に関する地域研究は、都市社会学を中心に活発に行われている。
しかし、その多くは日系ブラジル人が研究対象であり、在日フィリピン人を対象とする体系的研究は皆無と言ってよ
い。在日フィリピン人の人ロ規模の大きさ（国籍別外国人登録者数でわが国第４位）と、彼らがすでに地域参加を論
じうる段階にある移住期間の長さに鑑みて、在日フィリピン人研究の欠如は、わが国の新来外国人研究の遅れを意味
していると言えよう。 
 第２に、本研究は「民族関係における結合－分離」の社会過程に焦点をあわせた都市社会学的研究である。その際、
谷富夫の分析枠組み（谷，2002：19）に依拠している。谷の民族関係論は、在日韓国・朝鮮人の生活史調査から編み
出されたもので、そのエッセンスは「バイパス結合」という言葉に表されている。すなわち、「社会構造＝生活構造
のなかで『民族』役割以外のさまざまな地位一役割にもとづく協働関係（symbiosis）を迂回路として、その過程で
互いの民族性を尊重しながら共同関係（conviviality）を形成する」というものである。そして、「現代社会のあら
ゆる要素を集積して機能させている最も尖鋭な実例」としての大都市においてこそ、バイパス的な結合契機を多方面
に見いだすことが可能であるという（谷，2002：721）。本研究は、谷の「バイパス結合理論」を一歩進めることを目
標とし、①バイパス結合理論は新来外国人にも応用が可能か、②それが可能とすれば、バイパス結合のためのいかな
る「装置」が外国人労働者の場合は必要となるか――これら2つの問いに答えることを通して、民族関係の形成に向
けた実践的指針のための基礎理論の構築が可能になろう。 
 第３に、民族関係の中でも集団間のそれを明らかにしようとしている。谷（2002：18）は、民族関係を個人レベル
と集団レベルに分けて考える必要性を強調し、個人レベルの民族関係を「パーソナルな民族関係」、集団レベルの民
族関係を「構造的な民族関係」と呼んでいる。そして、後者には社会構造上の諸問題が内包されているために、民族
関係の達成には、より多くの困難が伴うと考えられている。本研究においても、個人としての新来外国人よりは、新
来外国人が集団
・ ・
と
・
して
・ ・
受入れ地域の日本人といかなる社会関係を作っていくのかという、集団間の民族関係の解明こ
そが急務の課題と考える。 
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 本研究の第４の特徴は、新来外国人の地域参加を出身社会における行動様式に遡って考察しようとしている点であ
る。日本に住むフィリピン人が、「受入れ地域の住民とどのような関係を結ぶことが望ましいと考え、かつ行動して
いるのか」を、彼らの文化的背景から理解する。具体的には、マニラの都市下層地域とマニラ郊外の２つのバランガ
イ（最小行政単位）を対象として、地域社会と海外就労に関する住民意識調査を行った。その内容や全体のバランス
を考慮して、その成果は本論文の「補論」に位置づけているが、フィリピン人のコミュニティ意識をある程度明らか
にできたと考える。 
 次に、各章の内容を要約する。本研究は、５つの章からなる本論と１つの補論により構成されている。 
 まず、第１章「序論」では、地域社会に関する先行研究の検討を通して、本研究の理論的課題を明らかにする。先
行研究を検討した結果、1980年代以降、日本で外国人住民が急増し、受入れ住民との間の無理解や摩擦が広がって
いるといった社会問題はよく指摘される反面、外国人住民と日本人住民の「集団間の民族関係」の研究は少なく、ま
た、エスニック集団の文化的背景に遡った研究も少ない。調査対象地の地域特性やエスニック集団の文化的背景を踏
まえて「民族関係」の実態を明らかにし、民族関係の「変革可能性とその条件」を分析する必要がある。本研究はこ
うした理論的課題に答えようとするものである。 
 第２章「フィリピンから日本への人口移動」では、フィリピンからの海外就労・海外移住のプロセスと、日本社会
におけるフィリピン人受入れのプロセス、およびエスニック集団としての在日フィリピン人社会の現状を、統計資料
に加えて、インタビューや参与観察による独自のデータを用いてまとめている。繰り返しになるが、在日ブラジル人
研究などに比して在日フィリピン人研究はきわめて少ない。したがって、フィリピンからの海外送出と日本社会への
移住に関する概観の把握は、研究のための基礎的作業として不可欠であると考える。本章からは、日本におけるフィ
リピン人の増加と定住には、1980年代中盤に制度化された、フィリピンから日本への若年女性労働者の送出・受入
れの仕組みが深く関わっていることが明らかになる。これによって、契約労働者として若年女性が日本へ大量に流入
し、就労先などで知り合った日本人男性と結婚し、その後日本に定住するというパターンが確立した。その結果、女
性の多さ、日本人との結婚、および定住傾向といった在日フィリピン人社会の特徴が形成されたのである。 
 続く第３章から第５章までは実証編である。すでに示唆しておいたように、新来外国人を研究対象とする地域参加
の研究は、日本の都市社会学では新しい研究テーマと言える。第３章以下は、論者の単独調査による研究成果として、
理論的にも方法的にも本研究の独自性、独創性がもっともよく発揮されている部分である。 
 まず、第３章「名古屋におけるフィリピン人コミュニティとその地域参加」では、2003年６月から2004年８月に
かけてみられた名古屋市栄東地区の外国人住民による地域参加の展開を時間を追って記述する。その観察は、栄東地
区の歴史的背景、住民組織、外国人増加の過程、フィリピン人住民の組織化、エスニックな社会装置の数々に及び、
さらには日本人とフィリピン人双方に対して論者が実施した住民意識調査のデータも用いている。フィリピン人対象
の数量調査からは、彼らの多くが、地域社会に対する強い貢献意識を抱いているという注目すべき事実が明らかにな
った。本研究では、この事実を「地域活動の文化的背景」から解読する試みを末尾の「補論」で行う。また、調査の
過程では、論者が行った意識調査をきっかけに日本人コミュニティとフィリピン人コミュニティとの交流が進み、フ
ィリピン人が集団として地域行事や地域活動に参加するようになったという一幕もあった。 
 ところで、第３章の実態調査から栄東地区における「新来外国人の地域参加」に関して指摘できることは、①栄東
地区が名古屋都心部のインナーシティであり、そこでは多くの外国人が生活し、就労していること、②外国人に対し
て地元住民が必ずしも排除を志向するのではなく、むしろ彼らの地域参加を歓迎していること、③とりわけフィリピ
ン住民と日本人住民との間に集団的な民族関係が形成されつつあること、④しかし、その形成過程は平坦なものでは
なく、状況は流動的であること、これら４点である。 
 以上のデータを基に、続く第４章「考察」では栄東地区において新来外国人と日本人との関係形成が可能となった
条件を２つの方向から考察する。 
 第１に、この地区では、数あるエスニック集団の中でも、とりわけフィリピン人の地域参加が進んだのだが、この
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現象を説明する上で、Ｒ．ブラウンの「接触仮説」が有効であると考える。ブラウンは、人種・民族間の社会的接触
のための４条件（制度的支持、知悉可能性、地位対等性、協同）を挙げている。そして、当該地区の日本人とフィリ
ピン人の間でも、これらの諸条件が揃っていたと言える。すなわち、①フィリピン人の地域参加に対する市政と自治
会による制度的支特があり、②地域空間の適度な狭さと公園という公共空間の存在によって、人びとの対面的関係が
保ちやすく、③消費行動を通じたある種の対等な関係が形成されており、④公園の掃除や祭りといった協同活動が行
われていた。 
 第２に、外国人住民がよく組織化されていたことも、地域参加にポジティブに働く要因であった。日本人住民には
長年培ってきた町内会がある。しかし、新来外国人の組織化は一朝一夕で実現できるものではない。なぜならば、梶
田孝道（2005，268）が引用するピオリが言うとおり、労働移民はしばらくの間「経済人」として移民先での生活を
送り、もっぱら就労と貯蓄にいそしむからである。重要な点は、フィリピン人の日本における定住過程が、そうした
段階をやや抜け出していることである。そのため、栄東地区のフィリピン人は組織形成にも関心を向け、また彼らを
組織しうるリーダーも現れてきたことによって、日本人の地域組織「栄東まちづくりの会」とフィリピン人組織「フ
ィリピノ・マイグランツ・センター」の協同関係が可能になった。 
 以上から、新来外国人の地域参加、ひいては集団間の民族関係の形成には「接触仮説の４条件を促進する環境整備」
と「来往外国人住民の組織化」が必要であると結論づけることができよう。 
 第５章「終章－結合的な民族関係の構築にむけて」では、これまでの実証的な記述と分析を踏まえて、地域レベル
の多文化共生に向けた実践的な社会理論の構築が試みられる。新来外国人との集団レベルでの結合的民族関係の形成
には、段階を踏まえた社会環境の整備が必要であると考えられる。 
 まず第１に、状況判断である。これには①民族関係の現状分析と、②関係形成に向けて動員可能な既存資源の認知、
および③良好な民族関係形成のグランドデザインの作成が含まれる。 
 第２に、既存資源の利用である。ここで「資源」とは人的資源と物的資源のことであるが、具体的には、①日本人
組織の利用、②外国人組織の利用、および③共通する価値観の利用である。 
 ①と②は、日本人、外国人それぞれの代表団体の認知とその利用である。③は、互いに異質性が高い両者が「共同」
できる価値（例えば治安維持や防災）を見いだし、そこに結合的民族関係のターゲットを置くことである。 
 第３に、「装置」づくりである。共同活動に向けた①場所づくり、②人づくり、③活動づくりが含まれるが、日本
人住民と外国人住民が既に持っている資源を生かし、共同行為のための社会装置を実際に生み出していくことである
（栄東地区の場合ならば、まちの中心部の公園という公共空間を利用して、公園清掃など「一緒に汗をかく」活動を
すること）。 
 最後に、補論「フィリピン人のコミュニティ意識とは」では、第３章で得られた知見（高い地域参加・地域貢献意
識）をその文化的背景から説明するために、フィリピン国内で論者が独自に行った調査結果を分析する。調査対象地
は、①マニラ郊外にあるマニラ市トンド地区バランガイ117、②ラグナ州ビニャン町バランガイ・プラテロなどであ
る。それぞれの地域のデータからは、確かに地域参加と地域貢献の意欲がきわめて強いことが証明された。 
 名古屋市栄東地区においては、必ずしも在留状態が安定しているとは言えない超過滞在者までもが、地域参加に意
欲を見せている。そこにはある種の打算も働いていると思われるが、しかし、地域社会への参加それ自体が「善きこ
と」として認識されている面もあるだろう。この価値観を形成したのは、フィリピンの出身社会における生活体験で
はなかったか。こうした価値観が日本社会への統合に積極的に作用することは十分に考えられることである。 
 日本社会が少子高齢化の傾向にあることは紛れもない事実である。かりに将来も現在の生産力を維持したいと国民
が望むならば、今後ますます外国人労働者の受け入れは避けられないことである。そして、それによって日本の地域
社会が大きな影響を受けることは十分に予測可能である。その影響とは、一方では産業や地域の活性化であるが、他
方では異質性が増大することに起因する各種の混乱状態の出現である。本研究は、かかる事態に対応するコミュニテ
ィ施策に向けて、「民族関係」の基礎理論を構築する一試みである。 
 －337－
 －338－
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、在日フィリピン人の地域参加に関する都市社会学的研究である。大都市コミュニティにおける「民族関
係」の形成に寄与する理論構築を試み、優れて独創的な研究成果をもたらしている。 
 第１章「序論」では、在日フィリピン人が他の新来外国人に比して日本での定住化が進んでいる現状から、コミュ
ニティ研究が一つの重要な課題であるとする。 
 在日フィリピン人社会を概観した第２章「フィリピンから日本への人口移動」では、定住化の程度の違いによりエ
スニック集団・国籍間で日本社会への統合度が異なることを具体的に示し、前章で提起した理論的課題の妥当性を主
張する。その主張は的確である。 
 第３章「名古屋におけるフィリピン人コミュニティとその地域参加」では、名古屋市中区栄東地区の参与観察、イ
ンタビュー、および住民意識調査を通して、フィリピン人住民と日本人住民の関係形成に関する貴重な知見を得た。
それらはどれも克明かつ正確であり、次章の分析に必要十分な資料を入手している。 
 第４章「考察」では、前章を受けて関係形成の条件を二つの方向から分析する。第一に、「接触仮説」の諸条件
（R.Brown）が当該地区に揃っていたこと、第二に町内会など日本人組織との交渉に耐えうる組織がフィリピン人の
側にも存在していたことである。定住化が進んでいる在日フィリピン人は、労働のみならず、生活組織の形成にも関
心を向けていたことが、地域参加にポジティブに作用した。「接触仮説」と「組織形成」――この分析結果は、日系
ブラジル人など他のエスニック集団との比較研究や、日本以外の国へ移住したフィリピン人との比較研究を本格化さ
せることによって、さらに理論性を高める必要がある。それを今後の課題とすべきであるが、研究の現段階において
は、今後に繋がる貴重な仮説を索出した功績を評価したい。 
 第５章「終章―結合的な民族関係の構築にむけて」では、前章の分析結果を踏まえて、コミュニティ政策を見据え
た関係形成プログラムの理論化が大胆に試みられる。新来外国人とホスト社会の結合的な民族関係の形成には、状況
判断―資源利用―装置づくり、これら段階的な環境整備が必要であるとする。堅実な実証研究を基礎に置く実践的理
論だけに、強い説得力がある。 
 補論「フィリピン人のコミュニティ意識とは」は、在日フィリピン人の行動様式を「文化型」（R.Benedict）に遡
って説明するために、マニラ都市圏で論者が独自に行った質問紙調査の結果の分析である。 
 本論文は、在日フィリピン人社会に関する本邦初の体系的研究である。日本社会のグローバル化の行く末を睨みつ
つ、大都市コミュニティの民族関係に関する理論構築に成功した、きわめて優れた研究成果である。 
 以上の所見により、本論文は、大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値するものと認められる。 
 
